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1．問題意識と研究の背景
2015 年 11 月，国連は，国連気候変動枠組条約
第 21 回締約国会議（COP21）を開催し，同年 12
月，2020 年以降の地球温暖化対策となる「パリ
























2016 年 11 月 30 日受付






























































































































本研究は 2 つの時期に分かれる。第 1 期は
2010 年，第 2 期が 2015 年と 2016 年である。
































































































第 1 期のインターネット調査は，2010 年 9 月
9 日（木）10 日（金）の 2 日間，関東 1 都 3 県（東
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京都，埼玉県，千葉県，神奈川県，n=520），関
西 2 府 2 県（大阪府，京都府，兵庫県，奈良県，

























第 2 期のアンケート調査は，2015 年 4 月 13 日
（月）に麻布大学 3 年生（n=11），同年 4 月 23 日
（木）に江戸川大学 2 年生 3 年生（n ＝ 106）に
実施し合計 117 名から回答（有効回答数）を得た。
2016年は，4月11日（月）に麻布大学3年生（n=9），
同年 5 月 26 日（木）に江戸川大学 2 年生 3 年生（n


































































































































































































































































































































































また，図 9 の環境基本 4 語の連想用語で上げた
環境連想用語の総数を見てみても，「地球温暖化」
が 500（2010 年：n=109，2015 年：n=250，2016
年：n=141），「エコ / エコロジー」が 429（2010 年：
n=107，2015 年：n=220，2016 年：n=102），「生
























































































































































































ている。469 語の擬音語・擬態語を 290 名の大学生に
示し，その連想反応語（13 万 6,040 語）を調査，主成
分分析や多次元尺度法で解析している。
（7）二音節重畳型ともいう。
（8）山口（2002）は，2000 年から 2001 年に新聞・雑誌に
使用された擬音語・擬態語の語型調査を行っている。










































表記を便宜的に 7 段階（プラス / ややプラス / ややプ
ラスより / プラスマイナスのイメージはない / ややマ





































































別に見ると事情は異なる。10 代や 20 代といった若い
世代が抱く環境基本 4 語に対するイメージと，30 代















ノマトペと日本語教育』，第 26 巻第 7 号 6 月号（通巻
第 322 号），明治書院，2007，pp.16-23
（5）苧阪直行，「感性の認知脳科学―擬音語・擬態語の脳
内表現」『国文学―特集：おのまとぺ』，第 53 巻第 14





















































































































































































































































































































































































































































































































※ 上記 2 項目以外に「環境問題関心度」「環境問題深刻度（良くなる／悪くなる）」「ソーシャルメディア /SNS 利用頻度」
に関する設問を設け回答させたが，本論文においては分析対象外とした。
